
議案第３４号 

 

大口町税条例の一部改正について 

 

大口町税条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  令和３年３月３１日提出 

 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博 

 

（提案理由） 

この案を提出するのは、地方税法が改正されたことに伴い、この条例の一部を改

正するため必要があるからである。 
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大口町税条例の一部を改正する条例 

 

大口町税条例（昭和３８年大口町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第３３条の７第１項第５号中「町民」を「愛知県知事が定めるもの及び町民」に

改める。 

第３５条の３の２第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄

税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の２において準用する令第

８条の２の２に規定する要件を満たす」に改め、「次条第４項」の次に「及び第５

１条の９第３項」を加える。 

第３５条の３の３第４項中「所得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の３において準用する

令第８条の２の２に規定する要件を満たす」に改める。 

第５１条の８第１項第１号中「本条、次条第２項及び」を「この条、次条第２項

及び第３項並びに」に改める。 

第５１条の９に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の際に経由す

べき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８において準用する令第８条の

２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該

退職所得申告書の提出に代えて、当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退

職所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については、同項中

「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事項を」と、「支

払をする者に受理されたとき」とあるのは「支払をする者が提供を受けたとき」

と、「受理された時」とあるのは「提供を受けた時」とする。 

第７４条の４第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

附則第１０条の２第３項を削り、同条第４項を同条第３項とし、同条第５項中「附

則第１５条第３０項第１号イ」を「附則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を「附則第１
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５条第２７項第１号ロ」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「附則第１

５条第３０項第１号ハ」を「附則第１５条第２７項第１号ハ」に改め、同項を同条

第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第

２７項第１号ニ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第１５条第

３０項第２号イ」を「附則第１５条第２７項第２号イ」に改め、同項を同条第８項

とし、同条第１０項中「附則第１５条第３０項第２号ロ」を「附則第１５条第２７

項第２号ロ」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３

０項第３号ロ」を「附則第１５条第２７項第３号ロ」に改め、同項を同条第１０項

とし、同条第１２項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」を「附則第１５条第２７

項第３号ハ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則第１５条第

３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１

４項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３５項」に改め、同項を同条

第１３項とし、同条第１５項を削り、同条第１６項中「同意導入促進基本計画」の

次に「（中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５０条第２項に規定

する同意導入促進基本計画をいう。）」を加え、「同条」を「法附則第６４条」に、

「家屋及び構築物」を「特例対象資産」に改め、同項を同条第１４項とする。 

附則第１１条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「令和元年度又は令和２年度」を「令和４年度又は

令和５年度」に改め、同条第１項中「令和元年度分又は令和２年度分」を「令和４

年度分又は令和５年度分」に改め、同条第２項中「令和元年度適用土地又は令和元

年度類似適用土地」を「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」に、「令

和２年度分」を「令和５年度分」に改める。 

附則第１２条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度

分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加え、同条

第２項及び第３項中「平成３０年度から令和２年度までの各年度分」を「令和４年
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度分及び令和５年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「平成３０年度から令和

２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

附則第１３条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和

３年度から令和５年度まで」に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下

この項において同じ。」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に「（令和３年度

分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加える。 

附則第１５条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から

令和５年度まで」に改め、同条第２項中「令和３年３月３１日」を「令和６年３月

３１日」に改める。 

附則第１５条の２中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、「令和３年３

月３１日」を「令和３年１２月３１日」に改める。 

附則第１５条の２の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３項」を、「同条

第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

附則第１６条第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条第２項中「、当該軽

自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第３項

中「この項及び次項」を「この条」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が平成３１

年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和２年度分の軽自動車の種別割に限り」を削り、同条第４項中「、当該ガソリン

軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車の種別割に限り」を削り、同条に次の

３項を加える。 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用

の乗用のものを除く。）に対する第７５条の規定の適用については、当該軽自動

車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４

年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に
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は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（営

業用の乗用のものに限る。）に対する第７５条の規定の適用については、当該ガ

ソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソ

リン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（前

項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。）に対する第

７５条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から

令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令

和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の

軽自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１６条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

附則第２５条に次の１項を加える。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法

第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項

の規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」

と、「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、大口町税条例附則

第１０条の２第１６項の改正規定（同項を同条第１４項とする部分を除く。）並
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びに附則第３条第４項及び第５項の規定は、産業競争力強化法等の一部を改正す

る等の法律（令和３年法律第 号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日か

ら施行する。 

 （町民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の大口町税条例（以下「新条例」という。）第３３条の７の規定は、

町民税の所得割の納税義務者が令和３年１月１日以後に支出する寄附金について

適用する。 

２ 新条例第３５条の３の２第４項の規定は、この条例の施行の日（以下この項、

次項及び附則第４条第１項において「施行日」という。）以後に行う同項に規定

する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適

用し、施行日前に行った改正前の大口町税条例（次項において「旧条例」という。）

第３５条の３の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記

載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３５条の３の３第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第３５条の

３の２第４項に規定する電磁的方法による新条例第３５条の３の３第４項に規定

する申告書に記載すべき事項の提供について適用し、施行日前に行った旧条例第

３５条の３の２第４項に規定する電磁的方法による旧条例第３５条の３の３第４

項に規定する申告書に記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和３年法律第 号。第５項において「改正法」という。）

第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第

４項において「旧法」という。）附則第１５条第８項に規定する雨水貯留浸透施

設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３

- 6 -



月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則

第１５条第４１項に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」

という。）が取得（同条第４１項に規定する取得をいう。以下この項において同

じ。）をした同条第４１項に規定する機械装置等（以下この項において「機械装

置等」という。）（中小事業者等が、同条第４１項に規定するリース取引（以下

この項において「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡

して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規定する

先端設備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡しを受

けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。 

４ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日から令

和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に

旧法附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」

という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）を

した同条に規定する家屋及び構築物（中小事業者等が、同条に規定するリース取

引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により家屋及び構

築物を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定

する先端設備等に該当する家屋及び構築物を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該家屋及び構築物を含む。）に対して課する固定資

産税については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第１０条の２第１４項の規定は、令和３年４月１日以後に改正法第

１条の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規定する中小事業者等（以下

この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。

以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項に

おいて「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取

引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資

産を引き渡して使用させる事業を行う者が当該特例対象資産のうち、機械及び装

置、工具、器具及び備品並びに同条に規定する建物附属設備にあっては生産性向
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上特別措置法の施行の日以後、家屋及び構築物にあっては地方税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日以後に取得をした同条に規定す

る先端設備等に該当する特例対象資産を、令和３年４月１日以後にリース取引に

より引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対して課する附

則第１条ただし書に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日（当該施

行の日が１月１日である場合には、同日）を賦課期日とする年度以後の年度分の

固定資産税について適用する。この場合において、令和３年４月１日から同条た

だし書に掲げる規定の施行の日の前日までの間に取得をした特例対象資産に対す

る新条例附則第１０条の２第１４項の規定の適用については、同項中「中小企業

等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５０条第２項」とあるのは「生産性

向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第３８条第２項」とする。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取

得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について

適用し、施行日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の

環境性能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車税の種別割

については、なお従前の例による。 
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大口町税条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第３３条の７ 略 第３３条の７ 略 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 前各号に掲げるもののほか、所得税法第

７８条第２項第２号及び第３号に掲げる寄

附金（同条第３項の規定により特定寄附金

とみなされるものを含む。）並びに租税特

別措置法第４１条の１８の２第２項に規定

する特定非営利法人に関する寄附金のう

ち、愛知県知事が定めるもの及び町民の福

祉の増進に寄与するものとして町長が定め

るもの 

(5) 前各号に掲げるもののほか、所得税法第

７８条第２項第２号及び第３号に掲げる寄

附金（同条第３項の規定により特定寄附金

とみなされるものを含む。）並びに租税特

別措置法第４１条の１８の２第２項に規定

する特定非営利法人に関する寄附金のう

ち、町民の福祉の増進に寄与するものとし

て町長が定めるもの 

２ 略 ２ 略 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族

申告書） 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族

申告書） 

第３５条の３の２ 略 第３５条の３の２ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が令第４８条の９の７の２において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす

場合には、施行規則で定めるところにより、

当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者

に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項

及び第５１条の９第３項において同じ。）に

より提供することができる。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が所得税法第１９８条第２項に規定する納

税地の所轄税務署長の承認を受けている場合

には、施行規則で定めるところにより、当該

申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対

し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方

法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって施

行規則で定めるものをいう。次条第４項にお

いて同じ。）により提供することができる。 

５ 略 ５ 略 

 （個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族申告書） 

 （個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族申告書） 

第３５条の３の３ 略 第３５条の３の３ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 
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新 旧 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による

申告書の提出の際に経由すべき公的年金等支

払者が令第４８条の９の７の３において準用

する令第８条の２の２に規定する要件を満た

す場合には、施行規則で定めるところによ

り、当該申告書の提出に代えて、当該公的年

金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することができ

る。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による

申告書の提出の際に経由すべき公的年金等支

払者が所得税法第２０３条の６第６項に規定

する納税地の所轄税務署長の承認を受けてい

る場合には、施行規則で定めるところによ

り、当該申告書の提出に代えて、当該公的年

金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することができ

る。 

５ 略 ５ 略 

 （特別徴収税額）  （特別徴収税額） 

第５１条の８ 第５１条の７の規定により徴収

すべき分離課税に係る所得割の額は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲

げる税額とする。 

第５１条の８ 第５１条の７の規定により徴収

すべき分離課税に係る所得割の額は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲

げる税額とする。 

 (1) 退職手当等の支払を受ける者が提出した

次条第１項の規定による申告書（以下この

条、次条第２項及び第３項並びに第５１条

の１０第１項において「退職所得申告書」

という。）に、その支払うべきことが確定

した年において支払うべきことが確定した

他の退職手当等で既に支払がされたもの

（次号及び次条第１項において「支払済み

の他の退職手当等」という。）がない旨の

記載がある場合 その支払う退職手当等の

金額について第５１条の３及び第５１条の

４の規定を適用して計算した税額 

(1) 退職手当等の支払を受ける者が提出した

次条第１項の規定による申告書（以下本

条、次条第２項及び第５１条の１０第１項

において「退職所得申告書」という。）

に、その支払うべきことが確定した年にお

いて支払うべきことが確定した他の退職手

当等で既に支払がされたもの（次号及び次

条第１項において「支払済みの他の退職手

当等」という。）がない旨の記載がある場

合 その支払う退職手当等の金額について

第５１条の３及び第５１条の４の規定を適

用して計算した税額 

 (2) 略  (2) 略 

２ 略 ２ 略 

 （退職所得申告書）  （退職所得申告書） 

第５１条の９ 略 第５１条の９ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、

退職所得申告書の提出の際に経由すべき退職

手当等の支払をする者が令第４８条の１８に

おいて準用する令第８条の２の２に規定する
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要件を満たす場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該退職所得申告書の提出に代

えて、当該退職手当等の支払をする者に対

し、当該退職所得申告書に記載すべき事項を

電磁的方法により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２

項の規定の適用については、同項中「退職所

得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に

記載すべき事項を」と、「支払をする者に受

理されたとき」とあるのは「支払をする者が

提供を受けたとき」と、「受理された時」と

あるのは「提供を受けた時」とする。 

 

（環境性能割の税率） （環境性能割の税率） 

第７４条の４ 略 第７４条の４ 略 

(1) 法第４５１条第１項（同条第４項又は第

５項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受けるもの １００分の１ 

(1) 法第４５１条第１項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるもの １００分の１ 

(2) 法第４５１条第２項（同条第４項又は第

５項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受けるもの １００分の２ 

(2) 法第４５１条第２項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるもの １００分の２ 

(3) 略 (3) 略 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 法附則第１５条第８項に規定する市町村の

条例で定める割合は４分の３とする。 

３ 略 ４ 略 

４ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第３０項第１号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３０項第１号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定す ７ 法附則第１５条第３０項第１号ハに規定す
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る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３０項第１号ニに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第３０項第２号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第３０項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３０項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３４項に規定する市町

村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３８項に規定する市町

村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３５項に規定する市町

村の条例で定める割合は３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３９項に規定する市町

村の条例で定める割合は３分の２とする。 

 １５ 法附則第１５条第４１項に規定する市町

村の条例で定める割合は１００分の０（生産

性の向上に重点的に取り組むべき業種として

同意導入促進基本計画（生産性向上特別措置

法（平成３０年法律第２５号）第３８条第２

項に規定する同意導入促進基本計画をいう。

第１６項において同じ。）に定める業種に属

する事業の用に供する法附則第１５条第４１

項に規定する機械装置等にあっては、１００

分の０）とする。 

１４ 法附則第６４条に規定する市町村の条例

で定める割合は１００分の０（生産性の向上

に重点的に取り組むべき業種として同意導入

促進基本計画（中小企業等経営強化法（平成

１１年法律第１８号）第５０条第２項に規定

１６ 法附則第６４条に規定する市町村の条例

で定める割合は１００分の０（生産性の向上

に重点的に取り組むべき業種として同意導入

促進基本計画に定める業種に属する事業の用

に供する同条に規定する家屋及び構築物にあ
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する同意導入促進基本計画をいう。）に定め

る業種に属する事業の用に供する法附則第６

４条に規定する特例対象資産にあっては、１

００分の０）とする。 

っては、１００分の０）とする。 

（土地に対して課する令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の特例に関

する用語の意義） 

（土地に対して課する平成３０年度から令和

２年度までの各年度分の固定資産税の特例に

関する用語の意義） 

第１１条 略 第１１条 略 

(1)～(7) 略 (1)～(7) 略 

（令和４年度又は令和５年度における土地の

価格の特例） 

（令和元年度又は令和２年度における土地の

価格の特例） 

第１１条の２ 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、町

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）

を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課

する固定資産税の課税標準は、第５７条の２

の規定にかかわらず、令和４年度分又は令和

５年度分の固定資産税に限り、当該土地の修

正価格（法附則第１７条の２第１項に規定す

る修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登

録されたものとする。 

第１１条の２ 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、町

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）

を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課

する固定資産税の課税標準は、第５７条の２

の規定にかかわらず、令和元年度分又は令和

２年度分の固定資産税に限り、当該土地の修

正価格（法附則第１７条の２第１項に規定す

る修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登

録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和

４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地

であって、令和５年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるも

のに対して課する同年度分の固定資産税の課

税標準は、第５７条の２の規定にかかわら

ず、修正された価格（法附則第１７条の２第

２項に規定する修正された価格をいう。）で

土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和

元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地

であって、令和２年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるも

のに対して課する同年度分の固定資産税の課

税標準は、第５７条の２の規定にかかわら

ず、修正された価格（法附則第１７条の２第

２項に規定する修正された価格をいう。）で

土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する平成３０年度から令

和２年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 
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第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の

３の２の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。）に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３

年度分の固定資産税にあっては、前年度分の

固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額（以下「宅地等調整固定

資産税額」という。）を超える場合には、当

該宅地等調整固定資産税額とする。 

第１２条 宅地等に係る平成３０年度から令和

２年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の

３の２の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。）に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「宅地等

調整固定資産税額」という。）を超える場合

には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

令和４年度分及び令和５年度分の宅地等調整

固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税

額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格に１０分の

６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又

は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける商業地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額を超える場合にはは、同

項の規定にかかわらず、当該固定資産税額と

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額を超える場合

にはは、同項の規定にかかわらず、当該固定
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する。 資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

令和４年度分及び令和５年度分の宅地等調整

固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税

額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の２

を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額に満たない場合にはは、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格

に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場合には

は、同項の規定にかかわらず、当該固定資産

税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る令和３年度から令和５年度までの各年度分

の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、前年度分の固定資産税

の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地

等据置固定資産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成３０年度から令和２年度までの各年度

分の固定資産税の額は、第１項の規定にかか

わらず、当該商業地等の当該年度分の固定資

産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、前年度分の固定資産

税の課税標準額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「商業

地等据置固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る令和３

年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じ

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成３

０年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗
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て得た額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等調整固定資産税

額」という。）とする。 

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額（以下「商業地等調整固定資産税

額」という。）とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

（農地に対して課する平成３０年度から令和

２年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第１３条 農地に係る令和３年度から令和５年

度までの各年度分の固定資産税の額は、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額（当該農

地が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額。以下この項において同

じ。）に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和

３年度分の固定資産税にあっては、前年度分

の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額（以

下「農地調整固定資産税額」という。）を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額と

する。 

第１３条 農地に係る平成３０年度から令和２

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係

る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該

農地が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける農地であると

きは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）に、当該農地の当該年

度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に

応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ

て得た額を当該農地に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額（以下「農地調整固定資

産税額」という。）を超える場合には、当該

農地調整固定資産税額とする。 

 略  略 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第１１条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第

第１５条 附則第１２条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第１１条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第
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１５条から第１５条の３までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する令和３

年度から令和５年度までの各年度分の特別土

地保有税については、第１２３条第１号及び

第１３０条中「当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格」とあるのは、「当該

年度分の固定資産税に係る附則第１２条第１

項から第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

１５条から第１５条の３までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する平成３

０年度から令和２年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第１２３条第１号及

び第１３０条中「当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格」とあるのは、「当

該年度分の固定資産税に係る附則第１２条第

１項から第５項までに規定する課税標準とな

るべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら令和６年３月３１日までの間にされたもの

に対して課する特別土地保有税については、

第１２３条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得

税の課税標準となるべき価格（法附則第１１

条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８に規定する価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２

分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら令和３年３月３１日までの間にされたもの

に対して課する特別土地保有税については、

第１２３条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得

税の課税標準となるべき価格（法附則第１１

条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８に規定する価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２

分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ 略 ３～５ 略 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同

条第４項又は第５項において準用する場合を

含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用のものに限る。以下この条において同

じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車

の取得が令和元年１０月１日から令和３年１

２月３１日までの間（附則第１５条の６第３

項において「特定期間」という。）に行われ

たときに限り、第７３条第１項の規定にかか

わらず、軽自動車税の環境性能割を課さな

い。 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同

条第４項において準用する場合を含む。）に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに

限る。以下この条において同じ。）に対して

は、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元

年１０月１日から令和３年３月３１日までの

間（附則第１５条の６第３項において「特定

期間」という。）に行われたときに限り、第

７３条第１項の規定にかかわらず、軽自動車

税の環境性能割を課さない。 
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（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第１５条の２の２ 略 第１５条の２の２ 略 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行

う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関

し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１

項（同条第２項又は第３項において準用する

場合を含む。）又は法第４５１条第１項若し

くは第２項（これらの規定を同条第４項又は

第５項において準用する場合を含む。）の適

用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等（法附則第２９条の９第３項に規定す

る国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行

う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関

し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１

項（同条第２項において準用する場合を含

む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２

項（これらの規定を同条第４項において準用

する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上

の軽自動車に該当するかどうかの判断をする

ときは、国土交通大臣の認定等（法附則第２

９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき

当該判断をするものとする。 

３・４ 略 ３・４ 略 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定（次項から第８項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割に係る第７５

条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定（次項から第５項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割に係る第７５

条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

 略  略 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２項に

掲げる３輪以上の軽自動車に対する第７５条

の規定の適用については、当該軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２項に

掲げる３輪以上の軽自動車に対する第７５条

の規定の適用については、当該軽自動車が平

成３１年４月１日から令和２年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３
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に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の

種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

 略  略 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に

掲げる法第４４６条第１項第３号に規定する

ガソリン軽自動車（以下この条において「ガ

ソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上

のものに対する第７５条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に

掲げる法第４４６条第１項第３号に規定する

ガソリン軽自動車（以下この項及び次項にお

いて「ガソリン軽自動車」という。）のうち

３輪以上のものに対する第７５条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が平成

３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和２年度分の軽自動車の種別割に限り、当該

ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令

和３年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 略  略 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に

掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以上のも

の（前項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第７５条の規定については、

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日か

ら令和３年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自

動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に

掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以上のも

の（前項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第７５条の規定については、

当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日

から令和２年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽

自動車の種別割に限り、当該ガソリン軽自動

車が令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 略  略 
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５ 略 ５ 略 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用の乗用の

ものを除く。）に対する第７５条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和３年４月

１日から令和４年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和４年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車（営業用の乗

用のものに限る。）に対する第７５条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が

令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自

動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除き、営業用の乗用の

ものに限る。）に対する第７５条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該

ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令
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和５年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 町長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第８項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判

断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

第１６条の２ 町長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第５項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判

断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借

入金等特別税額控除の特例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借

入金等特別税額控除の特例） 

第２５条 略 第２５条 略 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き新型コロナウイルス感染症特例法第６条の

２第１項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用につ

いては、同項中「令和１５年度」とあるのは

「令和１７年度」と、「令和３年」とあるの

は「令和４年」とする。 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の目的 

地方税法の一部改正に伴い、固定資産税（土地）の負担調整措置の仕組みを継

続しつつ、税額が増加する土地については前年度の税額に据え置く特別な措置を

講ずる変更、軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長及び税率区分の見直し、

軽自動車税種別割のグリーン化特例（軽課）の見直し、個人住民税における住宅

ローン控除の控除期間１３年の特例について延長することによる所要の整備を図

る必要があるため改正するものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 固定資産税関係 

ア 固定資産税（土地）の負担調整措置の延長（附則第１１条、第１１条の２、

第１２条、第１３条関係) 

固定資産税評価額は、平成６年度の税制改正により地価公示価格等の７割

を目処に評価することが決められたことにより、評価額と課税標準額にばら

つきが生じるようになりました。このばらつきを短期間で解消することは、

納税者の大きな負担になることから、平成９年度から土地の負担水準に応じ

た負担調整措置（＊）を講じています。今回の土地に係る評価替えに際し、

現行の負担調整措置の仕組みを令和３年度から令和５年度までの３年間継続

することとします。 

＊負担調整措置とは 

 平成９年度の評価替え以降、課税の公平の観点から、地域や土地により 

ばらつきのある負担水準（今年度の評価額に対する前年度課税標準額の割 

合）を均衡化させることに重視した税負担の調整措置が講じられ、負担水 

準の高い土地は税負担を引き下げ又は据え置き、負担水準の低い土地は税 

負担をなだらかに上昇させることにより、負担水準のばらつきの幅を狭め 

ていく仕組みです。 
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    宅地等及び農地の負担調整措置について、令和３年度から令和５年度まで

の間、措置年度において価格の下落修正を行う措置並びに商業地等に係る条

例減額制度及び税負担急増土地に係る条例減額制度を含め、現行の負担調整

措置の仕組みを継続します。 

  

■負担調整措置の概要図 ～（例）非住宅用地の場合～ 

     負担水準（％） 

100 
 

 

価格×70％ 

に引き下げ 

（都市計画税も同じ） 

 

 

 

 

70 

 税負担据置  

60 

 

【Ａ】が価格×60％を上回る 

場合は価格×60％ 

 

【Ａ】＝前年度課税標準額 

   ＋（価格×5％） 

 

 

 

 

 

 

20 
 

【Ａ】が価格×20％を下回る 

場合は価格×20％ 

 

 

0 
 

１ 固定資産税額は、課税標準額（価格×７０％）×税率＝税額で求められます。 

２ 本来は、上記により、税額を算出しますが、今年度の評価額に対する前年度の課税標準

額の割合（負担水準）が、以下の場合の土地については、前年度課税標準額に次の調整

をし、今年度の課税標準額とします。 

固
定
資
産
税
価
格
（
評
価
額
） 

（
地
価
公
示
価
格
等
×
７
割
） 
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① 負担水準が７０％を超える場合→当該年度評価額の７０％を課税標準額とします。 

② 負担水準が６０％以上７０％以下の場合→前年度の課税標準額を据置きます。 

③ 負担水準が６０％未満の場合→前年度の課税標準額に当該年度評価額の５％を加

えた額を課税標準額とします。ただし、当該額が評価額の６０％を上回る場合には 

６０％、評価額の２０％を下回る場合には２０％相当額とします。 

 

イ 固定資産税に係る令和３年度における特別な措置 

（附則第１２条、第１３条関係) 

固定資産税（土地）の負担調整措置の延長を講じた上で、新型コロナウ 

イルス感染症により社会経済活動や国民生活全般を取り巻く環境が大きく

変化したことを踏まえ、納税者の負担感に配慮する観点から、令和３年度

に限り、負担調整措置等により税額が増加する土地について、前年度の税

額に据え置く特別な措置を講じます。 

 

 

固定資産税に係る令和３年度における特別な措置（イメージ） 

＜税額の動き＞ 

        ＜令和２年度＞           ＜令和３年度＞ 

地価上昇により税額が増加する場合           令和３年度に限り 

                               令和２年度と同額 

地価下落により税額が減少する場合 
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 (2) 軽自動車税関係 

ア 軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長（第７４条の４、附則第１５条 

の２、第１５条の２の２関係） 

  次のとおり環境性能割の税率を１％分軽減する臨時的軽減について、適用 

期限を９か月延長し、令和３年１２月３１日までに取得したものを対象とし

ます。 

軽自動車の種類 税 率 臨時的軽減 

電気軽自動車等 非課税 非課税 

一定の排ガス軽自動車 １．０％ 非課税 

上記以外の軽自動車 ２．０％ １．０％ 

イ 軽自動車税環境性能割の税率区分の見直し 

（附則第１５条の２、第１５条の２の２関係） 

  軽自動車税の環境性能割については、軽減された税率が適用される対象車 

 の割合を現行と同水準としつつ、新たな燃費基準の下で税率の適用区分を見 

直します。 

（自家用自動車） 

現行（令和元、２年度）          改正案（令和３、４年度） 

軽自動車の種類 税率  

 

⇨ 

軽自動車の種類 税率 

電気自動車 

天然ガス自動車 

 

非課税 

 

電気自動車 

天然ガス自動車 

 

非課税 
ガソリン車 

ハイブリット車 

天然ガス車 

2020 年度基準達

成＋10％以上 

ガソリン車 

ハイブリット車

天然ガス車 

2030 年度基準

75％以上達成 

2020 年度基準達

成 
１％ 

2030 年度基準

60％以上達成 
１％ 

上記以外 ２％ 
上記以外 

又は 2020 年度基準未達成車 
２％ 

注 現行・改正案のいずれも、上記に加え、一定の排ガス性能を要求。 
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ウ 軽自動車税種別割のグリーン化特例(軽課)の見直し  

（附則第１６条、第１６条の２関係） 

営業用の軽乗用車についてのみ、令和３年４月１日から令和５年３月３１

日までの間に初回車両指定番号を受けた場合には取得の翌年度分のみ、税率

を以下の基準達成したものについて軽減します。 

 

（営業用軽乗用車） 

現行（令和元、２年度）         改正案（令和３、４年度） 

軽課期間：平成 31年 4月 1日～令和 3年 3月 31日    軽課期間：令和 3年 4月 1日～令和 5年 3月 31 日 

軽課年度：取得の翌年度のみ              軽課年度：取得の翌年度のみ 

軽自動車の区分 軽減率 

電気自動車・天然ガス自動車 75％軽減 

2020 年度基準＋30％達成 50％軽減 

2020 年度基準＋10％達成 25％軽減 

注 現行・改正案のいずれも、上記に加え、一定の排ガス性能を要求。 

 

(3) 住民税関係 

個人住民税における住宅ローン控除の拡充に伴う措置等（附則第２５条関係） 

新型コロナウイルス感染症に対する景気対策として、住宅投資を幅広い購買 

層に対して喚起するため、個人が、住宅の取得等をして令和３年１月１日から

令和４年１２月３１日までの間に居住の用に供した場合において、住宅借入金

を有する場合の所得税額の特別控除の特例の適用がある者のうち、適用年の１

１年目から１３年目までの各年度分の住宅借入金等特別税額控除額から当該

年度分の所得税額を控除した後においても残額があるものについては、翌年度

分の個人住民税において、当該残額に相当する額を当該年度の所得税の課税総

所得金額等における控除限度額範囲内で減額します。 

この住宅ローン控除の適用１１年目以降の３年間については、消費税率２％ 

軽自動車の区分 軽減率 

電気自動車・天然ガス自動車 75％軽減 

2030 年度基準 90％達成 50％軽減 

2030 年度基準 70％達成 25％軽減 
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引き上げ分の負担に着目し、一般住宅の場合「住宅借入金等の年末残高（４，

０００万円が限度）の１％に相当する額」と「住宅の取得額（消費税額等を除

く。４，０００万円が限度）の２％に相当する額を３等分した額」のうち、い

ずれか少ない方の額を所得税額から控除する仕組みで、所得税額から控除しき

れない額は、現行制度と同じ控除限度額の範囲内(所得税の課税総所得金額等

の７％（最高１３．６５万円）)で個人住民税から控除されます。 

今回の改正では、令和３年１月 1日から令和４年１２月３１日まで個人住民    

税における住宅ローン控除の拡充に伴う措置を２年間延長します。 

    また、１３年間の控除期間のうち、その年分の所得税に係る合計所得金額 

１，０００万円未満の個人については、床面積４０㎡以上５０㎡未満である住 

宅についても対象とします。 

 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日から施行します。 
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